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【施策群設定：おおむね適切】政策の実現を図るためには全施策が
必要と判断する。施策「障害者の多様な就業対策」では「みやぎ障
害者プラン」に対応し職業的自立を支援する。
【政策評価指標群：おおむね適切】5指標のうち4指標が適切であり
今後も継続して実施する。必要性を「大」とした全ての施策について
指標が設定されており適切である。
【施策群の有効性：おおむね有効】政策全体の政策評価指標達成
状況から「おおむね有効」，政策満足度結果から「課題有」，社会経
済情勢の点からは「おおむね有効」と判定した。
【総括】上記３点を総合的に検証した結果「おおむね適切」と判断す
る。
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【県関与・事業群設定：おおむね適切】本施策での県の役割は，県
は国と連携を図りながら市町村や民間企業等に各種事業・制度の
周知・啓発を行うことにより雇用の創出を図ることである。事業群は
失業者の臨時的な雇用の創出や離職者の再就職促進，不況で苦
しむ中小企業の再生を図るものであり施策目的を実現するために
適切である。
【事業群の有効性：おおむね有効】施策満足度は40→50→50と低
調であり有効とは言えない。一方，政策評価指標「緊急地域雇用創
出特別基金事業などによる新規雇用者数（実人員）」は目標値を上
回っており有効と判断する。社会経済情勢では，平成17年3月の県
内有効求人倍率は0.88倍と対前年同月期に比べ0.13ポイント上昇
しているが，依然として雇用情勢は厳しい状況が続いている。
【事業群の効率性：おおむね効率的】施策満足度から効率性は確
認できないが，政策評価指標の達成状況からは効率性が認められ
る。また，緊急地域雇用創出特別基金事業は事業費が前年比35%
減にもかかわらず，前年度を越える業績（雇用者数）を上げておりお
おむね効率的と判定する。
【総括】上記３点を総合的に検証した結果「おおむね適切」と判断す
る。

【評価結果から抽出される課題と対応策】
　政策指標数値（緊急地域雇用創出特別基金事業などによる新規
雇用者数）を達成させるためには、継続的に事業を実施する必要が
あるものの、県全体としての新規雇用者数を反映しておらず、事業
群設定には課題がある。今後は、緊急地域雇用創出特別基金事業
の終了に伴い、政策指標数値（緊急地域雇用創出特別基金事業な
どによる新規雇用者数）を見直しとともに、事業群の設定について
見直す必要がある。

【施策・事業の方向性】
　景気の低迷が続く中，当該施策の目的である雇用の創出及び維
持に直結する施策，事業を展開し，一定の成果を上げた。
　雇用情勢改善の兆しも見られることから長期的な視点に立って失
業者あるいは離職者等に対する雇用・就労機会の創出・維持を
図っていく。
　かい離度が著しく高い中，再生戦略事業期間の終了後に県として
可能な雇用創出施策の検討と，安定的，常用的雇用の創出を睨ん
だ雇用対策を重点的に実施していく必要がある。
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【県関与・事業群設定：おおむね適切】本施策での県の役割は，国
と連携を図りながら育児休業制度の普及啓発を行い，また，ファミ
リー・サポート・センターについては，市町村への普及啓発により設
置を促進するほか，県単独でセンター設置市等に対し運営費補助
を行うことである。育児を行う労働者の雇用環境の整備と，仕事と家
庭の両立を支援するファミリー・サポート・センターの充実を図る事
業となっており，女性が働きやすい環境の整備という施策目的の実
現につながることから適切である。
【事業群の有効性：おおむね有効】施策満足度は過去３回とも50点
と低調であり有効とは言えない。普及啓発を中心とする事業の性格
上，短期間で大きな効果を出すことは難しいためと考えられる。一
方，政策評価指標「育児休業取得率」及び「ファミリー・サポート・セ
ンター設置箇所数」は目標値を上回っておりおおむね有効と判断
する。また，県内の事業所を対象とした労働実態調査によると，育児
休業制度の規定のある事業所は７２．８％で前年に比べ１．７ポイン
ト増加しており施策の目指す方向に進んでいる。このことから事業
群はおおむね有効と判定する。
【事業群の効率性：おおむね効率的】施策満足度から効率性は確
認できないが，政策評価指標の達成状況，社会経済情勢からは効
率性が認められ，また，事業費に対する業績の割合も全般的に増
加していることからおおむね効率的に実施されていると判定する。
【総括】上記３点を総合的に検証した結果「おおむね適切」と判断す
る。

拡大

【評価結果から抽出される課題と対応策】
　勤労女性支援事業は短期間での効果は期待できないが，労働環
境や労働者の意識を高める上で継続して実施する必要がある。

【施策・事業の方向性】
　女性が働きやすい環境の整備は県民の重視度も高く，深刻化す
る少子化問題とも係わる施策であり，重点的に継続して実施するこ
とにより効果が期待できる施策である。
　「女性」関連施策を検討の上，必要に応じ重点的に取り組んでい
く。
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【県関与・事業群設定：おおむね適切】本施策での県の役割は，シ
ルバー人材センターの立ち上げに係る支援（シルバー人材セン
ター設立・育成事業，未設置町村への指導等）を行うことである。平
成17年2月末で県内シルバー人材センター会員数は11,304人（対
前年度末比5.9％増），平成16年4月から17年2月までの就業延人員
は766,600人となっており，シルバー人材センターの設立・育成事業
は高年齢者の就業機会の確保に重要な役割を果たしている。
【事業群の有効性：おおむね有効】施策満足度は過去３回とも50点
と低調であり有効とは言えない。一方，政策評価指標「シルバー人
材センター（公益法人立）の県内設置率」は目標値を達成しており
おおむね有効と判断する。前述のとおり県内シルバー人材センター
会員数は対前年度末比で5.9％増加しており，施策の目指す方向
に向かっていることから事業群はおおむね有効と判定する。
【事業群の効率性：おおむね効率的】施策満足度から効率性は確
認できないが，政策評価指標の達成状況，社会経済情勢からは効
率性が認められ，また，センターへの補助期間は設立年度を含めた
５年間と定めており，この間，事業が軌道に乗り国庫補助対象となっ
た場合は，県補助は逓減する仕組みとなっていることからも，事業
はおおむね効率的に実施されていると判定する。
【総括】上記３点を総合的に検証した結果「おおむね適切」と判断す
る。

拡大

【評価結果から抽出される課題と対応策】
　新設のシルバー人材センターが国庫補助の対象になる運営を設
立当初から実施することは難しく，立ち上げ支援としては当該事業
が有効であるが，設立に至るまでには未設置町村の協力や地域の
設立気運の盛り上がりが必要である。今後は，関係団体との連携を
図りながら未設置町村への一層の普及啓発を重点的に行ってい
く。

【施策・事業の方向性】
　シルバー人材センターに係る設立促進・育成指導のため設立年
度を含めて５年間という補助期間を設定し，未設置町村への普及・
啓発を実施しているが，次年度も引き続き，未設置町村にシルバー
人材センターが設立された場合にその事業が軌道に乗るまでの支
援を行う。これに加えて，市町村合併に伴う整理統合によって誕生
した新センターに対しても，その事業が軌道に乗るまでの支援を行
う。
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課題有

【県関与・事業群設定：課題有】本施策での県の役割は，国および
関係団体等と連携を図り，雇用要請・支援・啓発活動などを行うこと
である。事業群は県内の企業等に対する障害者雇用要請や啓発活
動の実施，就職面接会，職場適応訓練，県障害者職業能力開発校
の運営など多岐にわたる事業構成となっており，施策目的を実現す
るため必要な事業である。
【事業群の有効性：課題有】施策満足度は過去３回とも50点と低調
であり，また，政策評価指標「障害者雇用率」は1.44％と目標値を
0.3ポイント下回っていることから事業群が有効に機能しているとは
言えない。さらに，民間企業における障害者雇用の状況では，平成
15年度と比較すると障害者雇用数は49名増加しているが，障害者
雇用の未達成企業数が増加しているなど課題がある。
【事業群の効率性：課題有】施策満足度から効率性は確認できない
が，各事業に対する事業費は適切であるが，施策満足度や政策評
価指標の達成状況の推移，社会経済情勢からは効率性が認められ
ず課題有と判定する。
【総括】上記３点を総合的に検証した結果「課題有」と判断する。

【県関与・事業群設定：おおむね適切】本施策で県は，国と連携を
図りながら事業主等に対する雇用勧奨の要請を行うとともに，就職
面接会の開催や求人情報の提供等を行い，また，県独自に新規高
卒未就職者対策事業を実施している。なお，事業実施に当たって
は教育・雇用部門で相互に連携を図りながら事業を実施している。
【事業群の有効性：おおむね有効】施策満足度は過去３回とも50点
と低調であり有効とは言えない。一方，政策評価指標「新規高卒者
の就職内定（決定）率」は目標値を達成しており有効である。このこ
とからおおむね有効と判断する。
【事業群の効率性：おおむね効率的】施策満足度から効率性は確
認できないが，政策評価指標の達成状況から効率性が認められ，
また新規学卒者就職支援事業では事業費に対する業績（面接会開
催件数）の割合からも効率性が認められることから，おおむね効率
的に事業が実施されていると判定する。
【総括】上記３点を総合的に検証した結果「おおむね適切」と判断す
る。

拡大

【評価結果から抽出される課題と対応策】
　現在の経済情勢からみると、どの企業も人件費または経費等の削
減を実施しており、障害者の雇用まで至らない状況である。
　政策評価指標である障害者雇用率の目標値を達成するため，重
点的に事業を実施する必要がある。
　国の制度に基づくものは継続的に実施する一方，県としては，障
害者のスキルアップを図り就労にまで結びつける事業を積極的に展
開していく必要がある。

【施策・事業の方向性】
　景気の先行きにより雇用情勢が悪化する傾向があるため，そのた
め障害者雇用も厳しくなるので新たな対策が必要である。
　公共職業安定所または他団体等との連携を図り，障害者雇用を
強化することを検討する。
　IT等のツールを活用して障害者のスキルアップを図り，それを就
労に結びつける事業を積極的に展開していく。

【評価結果から抽出される課題と対応策】
　新規高卒者の就職内定（決定）率を改善するためには，高校生の
みならず，義務教育段階から，また，地域や家庭において若年者の
職業意識の形成促進を講ずる事業が必要であることから，教育・福
祉・雇用の各分野が横断的な議論を通して事業化を検討し来年度
以降に重点的に実施する。

【施策・事業の方向性】
　新規高卒者の就職内定（決定）率は改善傾向にあり，今後さらに
改善が進むように，関係部局（産業経済部，保健福祉部，教育庁）
が一体となった取り組みが必要である。
　新規高卒者の就職内定（決定）率を改善するためには，高校生の
みならず義務教育段階から，また，地域や家庭において若年者の
職業意識の形成促進を講ずる事業が必要であることから，次年度の
実施に向けて検討する。
　「学生」関連施策を検討の上，必要に応じ重点的に取り組んでい
く。

7位

施策
事業
展開
シート
(Ｃ)

3.2% 大
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政策整理番号　21

行政評価委員会政策評価部会の意見 県の対応方針 評価結果

Ⅰ　評価の結果、評価に係る宮城県行政評価委員会の意見及び県の対応方針

政策評価 政策評価 政策評価

雇用の安定と勤労者福祉の充実

施策評価 施策評価 施策評価

－

－
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